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て、上流側の負荷として、食品の生産・流通時 GHG 排出量をおよそ 1000～4000 
g-CO2eq/kg-wasteの範囲にあると推定している。食品ロスの年間 1人当り GHG排出量は
手つかず食品で約 12 kg-CO2eq、食べ残しで約 20 kg-CO2eqと推定している。調理時のエ
ネルギー消費や不可食部分の重量減少等により後者が大きい。ライフサイクル分析によ
り、京都市におけるバイオガス化による GHG削減ポテンシャルがおよそ 3,000～18,000 
t-CO2/年の範囲であるのに対して、食品ロス発生抑制は約 47,000 t-CO2/年であり、家庭
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(a) 基準年からの相対的変化、(b) 潜在的廃棄物発生量からの絶対変化、(c) 活動の絶対
量、の 3つの方法について整理しつつ、京都市の家庭系廃棄物を事例として定量化する
ことを試みている。キャンペーンや行政施策などのモニタリング評価にはデータの利用



















１．上流側の負荷として、食品の生産・流通時の GHG 排出量をおよそ 1000～4000 
g-CO2eq/kg-waste の範囲にあると推定した。食品ロスの年間 1 人当り GHG 排出量は手
つかず食品で約 12 kg-CO2eq、食べ残しで約 20 kg-CO2eqとなり、調理時のエネルギー
消費や不可食部分の重量減少等により後者が大きくなった。ライフサイクル分析によ
り、京都市におけるバイオガス化による GHG削減ポテンシャルがおよそ 3,000～18,000 
t-CO2/年の範囲であるのに対して、食品ロス発生抑制は約 47,000 t-CO2/年と推定された。







削減されれば、厨芥類の分別収集率が 31%増加したのと同じ約 400万 t-CO2eq（日本全
体）の削減効果があると推定された。 
３．家庭系廃棄物の発生抑制効果を経年的にモニタリングする指標として、(a) 基準年
からの相対的変化、(b) 潜在的廃棄物発生量からの絶対変化、(c) 活動の絶対量、の 3
つの方法について整理し、京都市の家庭系廃棄物を事例として定量化することを試み
た。キャンペーンや行政施策などのモニタリング評価にはデータの利用可能性の観点







（工学）の学位論文として価値あるものと認める。また、令和元年 8 月 20日、論文内
容とそれに関連した事項について試問を行って、申請者が博士後期課程学位取得基準
を満たしていることを確認し、合格と認めた。 
 
 
 
 
